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１．公立大学の新型コロナウイルス関連研究及び
カーボンニュートラルに関する研究等



１

京都府立医科大学：新型コロナウイルス関連研究成果

・新型コロナウイルスの感染受容体であるACE2タンパク質
のウイルス結合力を100倍に高めることに成功し、ウイル
ス中和蛋白製剤を開発した。

・この高親和性ACE2製剤は抗体製剤と同等の治療効果を
持ち、さらに抗体製剤で問題となるウイルス変異による治
療効果の減弱が起きない。

・アルファ株やデルタ株にも有効で、将来にわたり逃避変
異株が生じる心配がないため、新型コロナウイルス感染
症が克服されるまで使用可能な治療薬の開発が期待さ
れる。

・ヒト皮膚表面上において、インフルエンザウイルスが1.8時間程度
で不活化するのに対し、新型コロナウイルスは9時間程度生存し、
生存時間が非常に長い（すなわち接触感染のリスクが高い）ことを
解明した。[研究１・２]

・ヒト皮膚表面上の新型コロナウイルスは、濃度が40w/w％
（48v/v％）以上のエタノール消毒薬による５秒間以上の手指消毒
で十分に不活化されることを解明した。[研究３]

・これらの知見に基づき、ウイルスの生存しにくい皮膚表面環境の
創出を目指した研究が進められている。

廣瀬亮平 助教（医学研究科）ら

すべての変異型を逃さない新型コロナウイルス治療薬の開発

Nat Commun 2021;12:3802 (2021 Jun 21)
国際特許出願：PCT/JP2021/031372 星野温 助教（医学研究科）ら

ヒトの皮膚上の
ウイルスに対する消毒薬の有効性を解明
ウイルス生存期間の解明

研究1: Clin Infect Dis 2020. [Altmetric Attention Score: 3487] (2020 Oct 3)
研究2: Clin Infect Dis 2021.(2021 Jan 13)
研究3: Clin Microbiol Infect 2021.(2021 Apr 24)



・医療現場では即時かつ簡便に検査可能な抗原検出キットの普及が求め
られているが、本抗体が高精度な抗原検出キットの開発に有効であることを明らかにした

・開発した抗体を、国内外の企業などに導出し、各々が保有する独自技術と組み合わせることで、臨床
現場が求める信頼性の高い抗原検出キットの開発や普及につながる

・国内５企業より本抗体を用いた抗原検出キット・検査試薬を発売済み

横浜市立大学：新型コロナウイルス関連研究成果

新型コロナウイルス抗原を特異的に検出できるモノクローナル抗体の開発と
その実用化 ～高精度な抗原検出キットの普及へ～

新型コロナウイルス抗原だけを
正確に検出できるモノクローナル
抗体を開発

本抗体を用いることで高精度な抗原
検出キットの開発が可能であることを実証

横浜市立大学大学院医学研究科
微生物学 梁 明秀 教授、宮川 敬 准教授、
山岡 悠太郎 客員研究員（関東化学株式会社
所属）を中心とした研究グループ

・新型コロナウイルスだけに高い親和性を示し、偽陽
性の原因となり得るウイルスとは反応しない
・新型コロナウイルス抗原特異的なエピトープを同定
・本抗体は、世界各地で感染拡大傾向にある様々な
変異株にも正しく反応する

Yamaokaら, Cell Rep Med 2, 1003111, 2021 ２



３

大阪市立大学：新型コロナウイルス関連研究成果

新型コロナウイルス感染症を対象とした、PCR検査法と
血清抗体価の比較による疫学調査

新型コロナウイルス感染症の抗体
価測定システムを共同開発

・Mokobio Biotechnology 社（メリーランド州、米国）と共同
開発 し、2020年4 月 15 日より臨床試験を開始
・微量の血液で短時間に判定が可能
・既感染の判定にも活用できる診断法で、����検査とは

互いに相補的な役割を果たす
・蛍光計測によって精度が向上し、����検査よりも低価格

かつ迅速な診断法
・重症化予測および治癒判定に影響する抗体を調べ、

治療介入の層別化を図る

・医学部附属病院に新型コロナウイルス感染症以外の目的で外来受診した
方の残余血清を無作為抽出検査し、抗体陽性率はおよそ��程度であることが判明

・開発した抗体を、国内外の企業などに導出し、各々が保有する独自技術と組み合わせることで、
臨床現場が求める信頼性の高い抗原検出キットの開発普及をめざす

大阪市立大学大学院医学研究科
寄生虫学 城戸康年准教授、中釜悠特任講師、
金子明教授、臨床感染制御学 掛屋弘教授、
救急医学 溝端康光教授を中心とした研究グループ

大阪の一般市民のSARS-CoV2抗体
保持率１％程度と推察



４

大阪市立大学：グリーンケミストリー関連研究成果

世界初、常圧ＣＯ2からプラスチックを直接合成

大阪市立大学人工光合成研究センター 田村正純准教授、東北大学大学院工学研究科応用化学専攻 冨重圭一教授、
日本製鉄株式会社先端技術研究所 中尾憲治課長らの研究グループ

・常圧二酸化炭素とジオール
から脂肪族ポリカーボネート
ジオールの直接合成を行う
触媒プロセスの開発に世界
で初めて成功

・現行のポリカーボネートジ
オール製造工程では、有毒な
ホスゲンを原料として使用

・地球温暖化につながる��	
を必要な化学品に変換する
ことでカーボンニュートラルに
繋がることが期待



北九州市立大学：ゼロカーボン都市政策への大学の貢献

再⽣可能エネルギー分野の
⼈材育成
・関連産業総合拠点化に対する
⼈材育成⾯からの貢献
・学部初年度教育からの再エネ
教育の導⼊
・洋上⾵⼒発電MBA設置の検
討

ゼロカーボン街区・都市研究
・地域電⼒会社による再エネ活⽤最⼤化シミュレーション
・低炭素型の⾏動変容を促す発信（ナッジ）と効果検証
・公共施設RE100実現のための計画と検証
・個別技術の評価と組み合わせ最適化の提案（V2Hなど）
・産業界へのRE100電源供給エネルギーマネジメント

⽔素エネの活⽤可能性研究
・AIを活⽤したクリーンエネルギー
マネジメントモデルの開発、検証
・住⺠参画を想定したソーシャル
デザイン⼿法の開発
・⽔素システムによる蓄電可能性
評価
・⽔素システムのライフサイクル評
価

カーボン・ニュートラル達成に向けた大学等の貢献に係る学長等サミット（R3.3.23） ５



宮城大学：カーボンニュートラルへの取り組みを通して進める新たな地方創生

三陸沿岸の海藻が枯渇する「磯焼け」の

原因であるウニを駆除、クローバーで
陸上養殖する技術開発と事業化を推進

「ゼロカーボンシティ」を宣言している富谷市に対

して、水素を中心とするローカルエネルギーミッ
クスの実現と脱炭素社会に向けた戦略作りを支援

地球規模の環境問題と地域社会の抱える課題

地球温暖化と自然環境の悪化 地域資源の劣化 地域コミュニティの衰退

地域循環共生圏

構想

ブルーカーボン、

グリーンカーボンによる

炭素吸収と地域産業の復興

藻場の回復、持続的な農山漁村経営等

ブルーカーボン、

グリーンカーボンによる

炭素吸収と地域産業の復興

藻場の回復、持続的な農山漁村経営等

ローカルエネルギーによる

脱炭素化の推進

地熱、バイオマス、水素、

太陽光、風力、水力等

ローカルエネルギーによる

脱炭素化の推進

地熱、バイオマス、水素、

太陽光、風力、水力等

豊かな自然環境の資源化

エコツーリズム等の推進
による新事業の創出

豊かな自然環境の資源化

エコツーリズム等の推進
による新事業の創出

環境

経済 社会

自治体との政策連携

ゼロカーボンシティの推進

環境未来都市の実現

環境政策と産業政策の融合

東日本大震災によって被災した公立小学校を

地域コミュニティとともに「森と融合した木造
校舎＝森の学校」として再建する構想を策定

経済循環によってサステナブルな地域コミュニティ
を創造する多元的な取り組み

経済循環によってサステナブルな地域コミュニティ
を創造する多元的な取り組み

ブルーカーボン

クローバーウニの製品化

サスティナブルな地域コミュニティ

森の学校の創造

カーボン・オフセット
・クレジット化の推進

都市から地方への資金の還流

カーボン・オフセット
・クレジット化の推進

都市から地方への資金の還流

ローカルエネルギー

水素によるゼロカーボン社会の実現

水素ステーションソーラーパネル 燃料電池バス ６



２．公立大学の新型コロナウィルスに関連した
地域貢献



７

横浜市立大学附属病院
新型コロナウイルス関連地域貢献活動

高齢者施設等における新型コロナウイルスの集団発生
（クラスター）に対する包括的な支援を開始

新型コロナウイルス感染症
の専門家チームを結成

高齢者福祉施設に赴き
クラスター対策の包括的な
支援を実施

・専門家チーム（
�����
��：
������ �������
������������������ ����!�����
�������"��
���#$����� ）は、横浜市立大学附属病院感染
制御部、同 放射線部、同 救急科などに所属す
る複数の医師、医療スタッフで構成
・横浜市社会福祉協議会高齢福祉部会と連携

・所属する特別養護老人ホーム等で新型コロナウイルスのクラスターが
発生した場合、現地に赴き感染対策の助言、��搭載車（��検診車）によ

る新型コロナウイルス肺炎等の画像診断の提供、それらを踏まえた総合
的な重症度判定・搬送調整を援助
・この取組みで使用する��搭載車は、公益財団法人 日本財団の支援に
より横浜市立大学附属病院が運用



３

三重県立看護大学
コロナ禍における地域交流センターの活動

①出前講座・リクエスト講座への講師派遣
テーマＡ：健やかな暮らしのために 23講座
テーマＢ：将来の職業選択のために 5講座
テーマＣ：高めよう保健・看護の力 6講座

②教員提案型事業
みえ保険・看護力向上支援事業 ８講座
県民のヘルスリテラシー向上支援事業

16講座

③電話相談型事業
・みかん大 子育て応援ダイヤル
・高齢者健康支援ダイヤル

県民に向けた地域貢献活動（R3年度）

８



９

山陽小野田市立山口東京理科大学
新型コロナウィルス感染拡大防止活動
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【公立大学】新型コロナワクチンの大学拠点接種の状況

開始予定日 大学名 対象者 近隣地域への接種対象拡大（予定）

6月21日 神戸市看護大学 学生・教職員・他大学
近隣の神戸市外国語大学(約2,460人)から接種受け
入れ。

6月28日 大阪府立大学・大阪市立大学 学生・教職員 接種対象拡大について検討中。

6月29日 名寄市立大学 学生・教職員・近隣住民等 名寄市と連携し、近隣住民を受け入れ予定。

7月1日
山陽小野田市立山口東京理科
大学

学生・教職員・近隣企業等
商工会議所による個人事業者や中小企業のための
職域接種会場として大学を活用。医療従事者による
人的支援も実施。

7月2日 九州歯科大学 学生・教職員 実習のため来校する専門学校生徒への接種を予定。

7月2日 福岡県立大学
学生・教職員・近隣学校等・
近隣企業等

近隣の小中学校の教員等への接種を予定。田川市
商工会議所会員への接種を予定。

7月3日 公立鳥取環境大学 学生・教職員・近隣企業等 近隣企業への接種を予定。

7月10日 福島県立医科大学 学生・教職員 一般接種に協力の他、検討中。

7月10日 新潟県立大学 学生・教職員・近隣学校等
新潟県立幼稚園の教職員へ接種予定の他、近隣の
教育機関の教職員への接種を検討中。

7月23日 山口県立大学 学生・教職員・近隣大学等
県内の大学の学生・教職員等、近隣地域への接種対
象拡大を検討中。

8月11日 岡山県立大学 学生・教職員・近隣学校 近隣の県立高校の教職員へ接種予定。

8月12日 横浜市立大学 学生・教職員・近隣学校等
近隣大学の学生、近隣の中学校、高等学校の教職
員及び近隣自治体の職員等へ接種予定。

文部科学省公表資料より 令和3年度12月1日現在
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【公立大学】新型コロナワクチンの大学拠点接種の状況

開始予定日 大学名 対象者 近隣地域への接種対象拡大（予定）

8⽉23⽇ 愛知県立大学
学生・教職員 近隣企業 近隣企業
の職員へ接種予定。

学生・教職員 近隣企業 近隣企業の職員へ接種予定。

8⽉23⽇ 和歌山県立医科大学

学生・教職員 近隣大学 近隣学校
近隣大学（和歌山信愛女子短期
大学）及び 近隣の専門学校の生
徒・教職員等へ接種予定

学生・教職員 近隣大学 近隣学校 近隣大学（和歌山
信愛女子短期大学）及び 近隣の専門学校の生徒・教
職員等へ接種予定

8⽉23⽇ 熊本県立大学
学生・教職員 近隣学校 近隣企業 近隣
小中学校の教職員及び近隣企業の職
員への接種を検討中。

学生・教職員 近隣学校 近隣企業 近隣小中学校の教職員及び
近隣企業の職員への接種を検討中。

8⽉24⽇ 兵庫県立大学
学生・教職員 近隣企業 近隣企業
の職員へ接種予定。

学生・教職員 近隣企業 近隣企業の職員へ接種予定。

8⽉24⽇ 名桜大学

学生・教職員 近隣学校 近隣医療機関
沖縄工業高等専門学校及び 名護療育
医療センターの職員及びその家族へ接
種予定。

学生・教職員 近隣学校 近隣医療機関 沖縄工業高等専門学校
及び 名護療育医療センターの職員及びその家族へ接種予定。

8⽉26⽇ 札幌医科大学
学生・教職員 大学に関連する近隣
企業等へ接種予定。

学生・教職員 大学に関連する近隣企業等へ接種予定。

8⽉26⽇ 長崎県立大学

学生・教職員 近隣学校 近隣住民等
近隣県立・私立学校教職員及び 近
隣住民、日本商工会議所会員へ接
種予定

学生・教職員 近隣学校 近隣住民等 近隣県立・私立学校
教職員及び 近隣住民、日本商工会議所会員へ接種予定

8⽉30⽇ 富山県立大学
学生・教職員 近隣住民 大学本部所
在地在住の市民への接種を検討中。

学生・教職員 近隣住民 大学本部所在地在住の市民への
接種を検討中。

8⽉30⽇ 静岡県立大学
学生・教職員 近隣学校 近隣学校へ
の接種を検討中。

学生・教職員 近隣学校 近隣学校への接種を検討中。

9⽉1⽇ 札幌市立大学
学生・教職員 近隣企業等 公益財団
法人札幌市芸術文化財団の職員へ
接種予定。

学生・教職員 近隣企業等 公益財団法人札幌市芸術文化
財団の職員へ接種予定。

文部科学省公表資料より 令和3年度12月1日現在
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【公立大学】新型コロナワクチンの大学拠点接種の状況

開始予定日 大学名 対象者 近隣地域への接種対象拡大（予定）

9⽉2⽇ 島根県立大学
学生・教職員 近隣企業 近隣企業
の職員への接種を検討中。

学生・教職員 近隣企業 近隣企業の職員への接種を
検討中。

9⽉4⽇ 都留文科大学
学生・教職員 近隣企業等 大学に
関連する業務委託者へ接種予定

学生・教職員 近隣企業等 大学に関連する業務委託
者へ接種予定

9⽉4⽇ 県立広島大学
学生・教職員 近隣住民 近隣住民
へ接種予定。

学生・教職員 近隣住民 近隣住民へ接種予定。

9⽉6⽇ 長野大学

学生・教職員 近隣学校 近隣の学
校（上田女子短期大学、長野県
工科短期大学校）の学生・教職員
へ接種予定。

学生・教職員 近隣学校 近隣の学校（上田女子短期
大学、長野県工科短期大学校）の学生・教職員へ接
種予定。

9⽉13⽇ 北九州市立大学

学生・教職員 近隣大学・近隣学
校 近隣住民 近隣大学(九州工業
大学、九州国際大学、九州共立
大学)の学生・教職員

学生・教職員 近隣大学・近隣学校 近隣住民 近隣大
学(九州工業大学、九州国際大学、九州共立大学)の
学生・教職員

9⽉14⽇ 公立はこだて未来大学
学生・教職員 近隣企業 大学に関
連する近隣企業の職員へ接種予
定。

学生・教職員 近隣企業 大学に関連する近隣企業の
職員へ接種予定。

9⽉18⽇ 会津大学
学生・教職員 近隣企業 近隣学校
大学に関連する近隣企業、近隣
の学校の教職員へ接種予定

学生・教職員 近隣企業 近隣学校 大学に関連する近
隣企業、近隣の学校の教職員へ接種予定

文部科学省公表資料より 令和3年度12月1日現在



北九州市内大学等の連携による大学拠点接種

北九州市が中心に市内10大学が連携し、市立の北九州市立大学が幹事校と
なり、県立の九州歯科大学などの医療系大学の協力を得て、ワクチン接種

大学間連携（１０校）

北九州市立大学、九州工業大学、九州共立
大学、九州栄養福祉大学、九州国際大学、西
南女学院大学、早稲田大学大学院（北九州
キャンパス）、東筑紫短期大学、折尾愛真短
期大学、西南女学院大学短期大学部

◆場所 セントシティ（JR小倉駅近くのビル）

◆時期 9/13～11/4

◆対象 学生、教職員、大学運営に関わる事業者

市内在住の中高校生及びその保護者

その他若い世代を中心とした市民など

◆回数 １回目 7,017回 ２回目 6,413回

延べ 13,430回

◎国への職域接種の申請

◎ワクチンの確保

◎医療従事者の確保

◎接種会場の借り上げ

◎スケジュール調整

◎接種会場の運営 などで連携

協力・支援

九州歯科大学、
産業医科大学 など

公立
公立

門司区

小倉南区

小倉北区

戸畑区
若松区

八幡西区

八幡東区

早稲田大学大学院
北九州キャンパス
早稲田大学大学院
北九州キャンパス

北九州市立大学
ひびきのキャンパス

北九州市立大学
ひびきのキャンパス

幹事校
（事務局）

公立

公立

モノレール

JR小倉

約10分

北九州市内の地図

接種会場（セントシティ)
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公立大学が中心的役割



３.コロナ禍における留学生受け入れの課題
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コロナ禍における留学生受け入れの課題

留学生の新規入国 留学生の入学試験

課題 課題

入学しても来日できない
オンラインのみの授業

入国できず受験できない

公大協、国大協などが
文科省に要望
11/8から解禁

・段階的入国
・入国禁止（11/30～）
→いつ入国できるかわからない

文科省（依頼R3.11.18）
・オンライン入試
・大学が責任をもって入国
（大学での対応は事実上困難）
文科省（通知R3.11.30）

・オンライン等の代替措置
→オンラインではAPに基づ

いた入試、公平な入試が実
施困難で、代替措置を講じ
ることが困難



国公立大学振興議員連盟の支援により
令和２年度については、公立大学に対する
補助金が創設される

令和２年度は公立大学に対する補助金が実現

15

令和３年度は
地方交付税に

整理される

（参考１）公立大学に対する経済的支援に関する資料



7%

9%

11%

13%

15%

17%

19%

21%

23%

25%

公立 国立

家庭の年間収入別学生数の割合（大学昼間部）

（独）日本学生支援機構「平成30年度学生生活調査」より作成

公立大学生は相対的に家庭の所得が低い
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令和３年７月２０日
「全国公立大学設置
団体協議会」に対し、
困窮学生に対する
確実な支援を要望



○ 地方分権一括法施行（平成12年）→ 機関委任事務の廃止

○ 三位一体の改革（～平成17年） → 税源移譲、国庫補助金改革、
地方交付税改革

○ 公立大学を対象とした補助金 → 平成15年度をもって廃止

私立大学

文部科学省 総務省

地方自治体
(設置団体／法人設立団体）

公立大学

地方交付税
（公立大学積算分）

国立大学

高等教育行政
設置認可、認証評価…

運営費交付金

私
立
大
学
等

経
常
費
補
助
金

運
営
費
交
付
金

私
立
大
学
等
改
革
総
合

支
援
事
業

重
点
支
援
枠

学校教育法
に基づく規制

約3000億円 約1兆円

国公私⽴⼤学
を通じた⼤学改
⾰の推進
約100億円

COC事業縮小に
より地域向けの資

金が縮小

COC+（H27) 44億円
COC+R(R3) 2億円

（参考２）地方創生に資する公立大学の役割と課題
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【経済財政運営と改革の基本方針2021（骨太の方針２０２１）】
地域の知と人材が集積する地方大学の力を強化する政策パッケージを本年度中に策定
し、ＳＴＥＡＭ教育を中心とした人材育成や研究開発により地方の産業創出を推進する。

地方交付税
（公立大学積算分）

内閣府

・地域の人材育成
・地域産業創出、促進
・地域の雇用拡大
・産学官連携
・若者の地方定着

・大学連携プラットフォーム
・大学等連携推進法人

＜地方創生＞まち・ひと・しごと
地方大学・地域産業創生交付金事業

運
営
費
交
付
金

地域に根差す
大学への支援強化

運営費交付金

魅力ある地方大学の実現に向けた
情報交換

私
立
大
学
等

経
常
費
補
助
金

公立大学

私立大学

国立大学

特例的な地方
国立大学の定員増

総務省

地方自治体
(設置団体／法人設立団体）

文部科学省
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地方創生に関連する支援（交付税措置）

９０％×３０％＝２７％が地方財政措置される

公立大学の設備整備に対する起債への支援
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